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出力日：令和05年04月27日
事務事業名子どものための教育・保育給付事業（教育）

17
基本事業： 04幼保サービスの充実 担当部 健康福祉部  

基本事業の
成果指標

①待機児童数（保育所）
②待機児童数（放課後児童クラブ）
③保育サービスの満足度

担当課 保育児童課

担当係 保育児童担当

新制度に移行した私立幼稚園･認定こども園に在園する３
歳児から５歳児の養育者

【施設型給付費に関する事務】
●内容
　私立の幼稚園および認定こども園に対し、公定価格から利用者負担額（
保育料）を引いた額について支給
　公定価格は、教育・保育に通常かかる費用をもとに設定
●対象施設
　市内在住の子どもが通う子ども・子育て新制度へ移行した私立の幼稚園
および認定こども園
●支給方法
　対象施設の各月初日の子ども数に応じて毎月支給

【一時預かり事業に関する事務】
　一時預かりを実施した園へ補助金を交付

子どもの養育者に対し必要な支援を行う。
良質かつ適切な教育を提供する。

計画年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画 ○
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

新制度へ移行した私立幼稚園等に通う園児数

受入児童数（幼稚園Ⅱ型）

32 7019 50 50

1 2 12 6

成果指標名称 単位 目標
02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
20,939 31,490 29,932 32,046計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

7,284 10,943 10,879 11,684
5,567
0

9,452 9,525 10,179
0 0 0

0 0 0 0
8,088 11,095 9,528 10,183

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.3 0.3 0.3
2,409 2,376 2,318
23,348 33,866 32,250 32,046

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

新制度へ移行した私立幼稚園等へ施設型給付費負担金を支給し、保護者の負担を軽減しました。
一時預かり事業補助金交付要綱に基づき、幼稚園型Ⅰ実施の２園と幼稚園型Ⅱ実施の１園へ補助を行いました。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

市内認定こども園（１園）及び市外の新制度幼稚園等に対し、施設型
給付費を支払うもの。
市内の私立幼稚園はいずれも私学助成園であり、事業の対象ではない
。

増加対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

あり

法定受託事業

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

あり

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

平成27年4月に子ども子育て支援法施行。
平成28年に市幼稚園型一時預かり事業補助金交付要綱を制定し、
幼稚園型Ⅰを実施。
令和元年に要綱を改正し、幼稚園型Ⅱを制度化した。

待機児童解消のため、子ども・子育て支援交付金を活用し、保育
が必要であると市が認定する２歳児を受け入れる私立幼稚園に対
して補助金を交付する事業（幼稚園型Ⅱ）を令和元年度に制度化
。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

人

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）


